










略称)が 圧倒的に選好 されていることに大 きく起.因して、公共交通事業の自立採算:性は困難
な状況 にある。同市場におけるMIVの選好は、K..ベンツとG.ダ.イムラーによりエンジン自




のの、自動車交通、中でも個人のモ ビリティを大切にするMNの .選好 される土壌が着実に
整 えられてきたからである。
連邦制を採っている ドイツでは州の権限が尊重..されてい る。 それと同時に連邦制を実質的
に機能させるための大前提 としての交通サ.一ビスの確保は重要 な政策課題となっている。各






い関心 を持ち続け、意欲的に研究を進めてきた。 とりわけ、公共交通 を担う旧東西両 ドイツ
の国鉄が深刻な経営難に陥っていたことへの抜本的対応と しての1994年の鉄道改革、それ
の ∴.環としての.1996年の地域化の真柑 を鋭意検討することを通 じて、終始一貫して公共近
距離旅客輸送(OffentlicherPersonennahverkehr、以..rOPNvと略称〉の運営問題を追究 し
て きた。鉄道改革以前 は国鉄の余国一..一元的経営で あった もの を、鉄 道近距離旅客輸送
(Schienenpersonennahverkehr、以下SPNVと略称〉を含むOPNVの運営責任を州政府に移
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論文提出者は ドイツ16州の中で首都所在地であるベル リン州(ベ ルリン州である と同時
にベル リン市でもある)を取 りあげ、OPNV維持のための公的補助制度の詳細とその活用状
況 を一体 として論 じようとの意図か ら研究を試みている。提出者自身の修士論文、 また、公
的補助を論 じた先行研究では、この両者の融合が図 られていないとの解釈から、本研究 を通







(以下地域化法と略称)に 基づ く.二つの連邦補助制度 と、ベル リン州が首都であるがゆえの
首都助成協定に基づく連邦補助 とベル リン州政府自らの予算で行っている財政補助の制度が
あることを確認 し、それ らの変遷 を明解かつ正確 にまとめている。その上で、これ らの補助






本論文の大きな柱で ある制度研究には、J.A.シュンベーターの批判に代表 されるよ う.に.、
学術的価値への疑問も投げかけられている。 しかし、理論 と実践の適切なバ ランスが要求 さ
れる交通斑究には、制度研究は不可欠な存ftiである。 しかも、制度そのものの把握 は決 して
容易ではないのである.ま して、わが国 と歴史、風土等を異にする外国の制度 となると把握
自体にも多くの困難が伴 う。この点において提出者は文献収集 ・解読等を通 じて綿密な制度
研究を行った。加えて、単なる制度の実態杷握だけではなく、これ.ら制度がどのよケに活用、
運用 されているのかも、現地調査等を行 うこと.によって解明した』本論文.は制度 とその活用
の両者 を融合させようという提出者の狙いが十分に達成 さ.れた成果 となっている。
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1,1ベル リンの誕生 と発展
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究の狙いを示 した意義が述べ られている。.目的で.は◎PNV維持のために必要 とされる公的
補助制度の種類を州政府によるものをも含めて新たに確認 し、これらの諸制度がどのように
活用されているのかとの結びつ きを論ずることが新たな到達点であるとされている。また、
研究事例 としてベル リン州を取 りあげる理由が述べ.られている。









のバ ス、路面電車、地 下鉄Uバ ーン(鉄 軌道を走行する.路面電車、地下鉄..Uバーンも ドイ




公共交通の再建の跡が辿 られ、州内の交通事業者 としてのベル リンSバ ーン社、ベル リン運
輸公社の経営状況が、限 られてはいるものの公開 された資料 を用いて論 じられている。これ
らの考察 を通 して公共交通への公的補助制度の必要性が確認 されている。








じられている。すでに西 ドイツ時代.の197/年以来歯モータリゼーシ ョンに起因 して悪化 し
た地域の交通事情 を改善することを主たる目的としたGVFGに基づ く補助が行われてきた。






か ら 「地域交通助成法」の訳を充当 してそ.の内容 と運用を ドイツ再統一以前と以後に分けて





第3章 は、第2章 での解消法 と並ぶ ものとして.の地域化法に基づく連邦補助制度の検討で
ある。同制度が鉄道改革の一環 として導入 された背景を整理 した後、地域化と財源 をめぐる
論争 と決着を示 し、その展開 と状況を論 じている。そもそも地域化は鉄道改革と同時に行う
ことが予定 されていたが、その実施が遅れたのは国鉄の不採算部門であるSPNVの運営責任
を州に移管するには財政措置.が必要 とされたためである。..そこで連邦政府 と、各州の人口に
応 じて派遣 された州閣僚によづ.て:構成 さ.れる連邦参議院 との間で議論が交わ され、連邦参議
院の主張が通る形での決着 となつだこ.とが論.じられ.ている。地域化法の運用に関し.ては制定
当初、2002年及び2004年改.正法、2006年改正法、現行法の4期 に分け.ての詳細な検討が試
み られており、法改正の内容 と展開が着実に追跡.されている。地域化法に基づ く各州への配
分額、配分比率 も貝体的に示 されている(表3-4,3-5,3-6>の で、その変遷が把握
pr.能となっている。
地域化に伴い、各地の6PNVは1996年1月1a以降州政府の責任の下で運営 されること
となったが、その重要な背景となる鉄道改革 については、民営化 された ドイツ鉄道株式会社
(DeutcheBahnAktiengesellscaft、DBAG>をめぐる最新の動向とともに、.補論で検討する由
の断 りがなされている,,
解消法、地域化法 という二つの現行連邦補助制度が明解に示 されている中で、後者に関 し
ては、財政補助は特にSPNVに配分 されるべきとの規定から、不要となりうる近距離旅客鉄
道路線 を存続させかねない、また、鉱油税 を財源 としていることから受益者負担原則から問





こと.からその役割が大 きいため、鉱油税制度 をめぐる史的展開と現況が取 り.あげられている。
鉱油税制の展開はその制定起源まで さかのぼ って1930年代か ら第二次.1界.大戦 まで、続 い
て戦後から再T+/Lまで、再統一後、現行エネルギー税法施行から今日までといった期間に分






なお、鉱油税は2006年8月以降エ ネルギー税 にとつて代わ られているとい う最新の動向
も示 されている。
第5章 は、わが国ではこれまで取りあげられ ることのなかうたベル リン州圃有の公的補助
制度を扱 っている。それは、ベル リンが首都に復帰 したことによる首都助成協定に基づく連
邦補助制度 と、ベル リン州政府が自らの予算で行 っている財政補助制度の二つから成 り立っ
てい るものである。前者は、ベル.リンの壁 により東西.交通網が寸断 され、境界付近が荒廃 し
ていたといった状況か ら、新生ベル リンを首都にふ さわしいものとするための同州での大規
模投資への連邦補助である。連邦とベル リン州 とで結ばれた1995.年か ら2004年までの時限
的首都助成協定(1日協定)に 引.き.続き、その後 もベル リンへ.の投資が必要 とさ.れたことか ら、
改めて新協定が.2007年11月に結ばれた』..旧協定 と.同様 に新.協定..も2017.年.12月31[まで
の時限?1.法である。
この経緯が具体的に論 じられた後、後者のベル リン州による財政補助制度の財源 を明らか
にした.一ヒで、zora年には州政府の.裁量で6PNVに3億7,190万ユーロが支1'1さ..れているこ
とを示 している。これは第6章 で明らかにされるように、地域化法に基づく連邦補助 に匹敵
す る大 きな補助額で.ある。
連邦補助制度の両輪 を論 じた第2.章と第3章 、その財源を論 じた第4章 、ベルリン州内を
運行す る6PNVへの補助を論じ.た第5章 によh.ベ ル リン州への公的補助制度.の全容が明
らかになったことを受け、第6章 ではそれ らがいかに活用 されているのかが具体的に検討 さ
れている。論文提出者の意図する制度研究 と事例研究の融合が試みられた章である。そこに













これ らをさらに詳 しく検討 した結果として、ベル リン州でのOPNVへの各種補助制度の
活用状況 として、①運営費の占める割合が大 きいこと、②資本費補助 として、中央駅への連
絡が喫緊の課題となっていること竜③冷戦時代に分断 されたネッ トワークの復旧はほぼ完一r
したものの、インフラの近代化が今 日も依然として続けられていること、の3点 が指摘 され
ている。 とりわけ、①に関 しては、わが.国では伝統的に資本費補助が主流であったのに対 し
て、本章での考察により、 ドイツ(ベル リン州)で は公共交通事業者の赤字体質が改めて確
認 される結果となった。このことは本研究の出発点での認識を再度確認 したことともなって
いる。
第7章 ば、本論 としての第1章 か ら第6章 までの総括 をベースに した結論の章である。.各
章の総括を改めて行った上で、公的補助制度とその活用状況の検討を通 して論文提出者なり
のいくつかの知見が示 されている。









◎[>wへの補助制度の全容 を明 らかに した上で、制度研究と事例研究の融合が図 られたこと、
これ らを通して連邦補助制度の将来にわたる問題点を指摘 し、提言を行いえたこ.と～各種補
助制度の活用実態の.問題点の指摘、提.言を行いえたことを挙げている。
発展性 と課題は提出者にとっての今後の研究対象の拡大、研究方向を自 ら認識 したものと
位置ti'けられる。.本研究がそのための出発点 ともなうていることか ら、将来的にこれ らを取
り.込んだ研究が展開され.うるための材料ともいえるのであるb
また、3つの章か ら成 る.補論は、本論 に組み込むには分量的に問題があるものの、とりわ
け第3章 での背景を確認する上では重要なテーマを扱ったものである。補論第1章 は、 ドイ
ツの鉄道改革 を論ず る上では決して独立ではありえないEUの 交通政策の展開 を政策面 とと
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もに理論的観点か ら考察 している。イコールフッティング論を中心に、競争条件の平等化を
uるEUの 交通政策が鉄道再生に向 けてどのよ.う.に解釈 されうるのかが整理 されている。補











内容の発展を試みた ものであり、.広範かつ綿密な制度研究 と現地で収集 した資料、行っ
た調査等に基づ く正確な事例研究は他に類例を見ない成果 となっている。最大の新規性
は制度研究と事例研究 を.融合 させているζと.にあり、現実問題を扱 うべきとされる交通
研究での要請に十分応.える内容.と.なつでいる。.
(2)制度研究.と.しては、.ベル.リン州.の◎PNVへ.の公的補助制度.の全容 を明ら.かに.した上で、.




ング調査等のため度々現地に赴 き、他ではなされえない最新の状況 を把握、分析 してい
る。この並々ならぬ努力は大いに評価 される。また、 ドイツ文献の読解力にも見るべ き
ものがあり,このことが正確 な記述内容の源泉となっている。




















ような要望点 もあるが、このことの大要は提出者も認識 してお り、提出者自身が未だ20歳
代後.半であるという若 さ、日頃の真摯な研究態度か らすれば遠からず克服 され うるものであ
り、要望点は本論 文の価値をいささかも損な うものではない。
本論文は2010年10月に.早稲田大学大学院商学研究科において博士学位申請論文の提 出要
件を充足.していることが確認 されたことか ら、その受理が決定 され、公開報告会を経て、審
査員による予備審査会、・最終面接において優秀なものであると判定 された。提出者渡邉 徹
は2008年4月に早稲田大学商学学術院助 予.に嘱任 されて以来斗...勤勉に勤務、その間 日本交
通学r.鉄 道史学会等で研究発表を.続けてお り、新進気鋭の研究者としての期待 も大 きい。
以..ヒの審査結果に基づ き、本AAB文提出者渡邉 徹 は、「博士(商 学)早 稲田大学」の学位
を受ける十分な資格があると認められる。
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